
 入札公告共通事項書  

 

１ 本書で定める事項は、長崎県壱岐病院駐車場造成工事における制限付き一般競争入札の

実施に規定する入札について適用する。  

 

２ 入札参加資格  

（１）入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。  

ア 実施要綱第３条に規定する者であること。  

イ 実施要綱第５条第１項に規定する制限付き一般競争入札参加資格確認申請書（以下「申

請書」という。）を適切に提出した者であること。  

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の４第

１項に該当する者でないこと。ただし、被補助人、被保佐人又は未成年者にあっては、契

約締結のために必要な同意を得ている者。  

エ 発注工種について、申請書の提出期限の日から落札決定の日までの間において、建設

業法（昭和２４年法律第１００号。以下「建設業法」という。）第２７条の２３の規定に

基づく経営事項審査の有効期限が満了する者でないこと。  

オ 申請書の提出期限の日から落札決定の日までの間において壱岐市長から指名停止又は 

指名除外の措置を受けている者、又は受けることが明らかである者でないこと。  

カ 申請書の提出期限の日以前６か月から落札決定の日までの間において、手形交換所で

不渡手形若しくは不渡小切手を出した事実又は銀行若しくは主要取引先から取引停止等

を受けた事実がある者でないこと。  

キ 落札決定の日までの間において、会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は

第６４４条の規定に基づく清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第

１項若しくは第１９条第１項の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成

１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされ

た者（会社更生法又は民事再生法の規定に基づく更生手続開始又は再生手続開始の決定

日以後を審査基準日とする経営事項審査を受け、更生計画又は再生計画の認可が決定さ

れたもので、入札参加資格の審査申請書を再度提出し受理されたものを除く。）でない

こと。  

ク 入札公告の日から落札決定の日までの間において入札に参加する者の間に、同系列会

社の基準に該当している者がいないこと。  

ケ 申請書の提出期限の日から落札決定の日までの期間において、壱岐市が入札公告又は

入札執行通知又は見積執行通知した工事における工事成績評定点が６５点未満の通知を

受けた者が以下の期間（６５点未満の工事成績評定を受けた工事で、壱岐市工事請負契

約等に係る入札参加資格者指名停止の措置要領（平成１６年３月１日壱岐市訓令第２９

号）第３条により既に当該工事において指名停止措置を受けている場合は、指名停止期

間を減じた期間）に該当していないこと。  

a 工事成績６５点未満の通知を受けた者は、通知日の翌日から３０日間の全部又は一部。  

債務負担行為工事の各年度出来高予定額に対応する年度末既済部分及び完成検査につ



いての工事成績も同様の取扱とする。  

コ その他壱岐病院院長が受注者として不適格であると判断した者でないこと。  

 

３ 入札参加資格の確認に必要な提出書類  

（１）入札に参加しようとする者（以下「入札参加希望者」という。）は申請書等として、次

に掲げる書類のうち壱岐病院が指定する書類を提出しなければならない。  

ア 制限付一般競争入札参加資格確認申請書 

イ 公告記載の建設業の許可に対応する許可通知書の写し又は許可証明書の写し（申請時

において有効なもの。共同企業体の場合は構成員ごとに必要。）  

ウ 公告に定める期間を審査基準日とした総合評定値通知書の写し。（共同企業体の場合

は構成員ごとに必要）  

エ 会社の同種工事の施工実績調書（実施要綱様式第２号）及びその添付書類  

※同種工事が財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報サービス(CORINS)」

に登載されている場合は、添付書類に代えて工事実績情報サービスデータの写しを添付

すること。  

オ 配置予定技術者に関する調書（実施要綱様式第３号）及びその添付書類  

カ 「配置予定技術者に関する調書」記載の同種工事の経験を証するための次に掲げる書類

のいずれか。  

a 工事経験に係る工事の契約書の写し又は工事完成確認書の写し  

b 当該技術者が監理技術者又は主任技術者として工事経験に係る工事に従事していたこ

とを証する書類  

※工事経験に係る工事が財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報サービス

(CORINS)」に登載されている場合は、工事の契約書の写し又は工事完成確認書の写しに

代えて工事実績情報システムデータの写しを添付すること。  

キ 建設工事共同企業体協定書の写し  

ク 上記のほか、公告において定める書類  

（２）書類の作成及び提出について  

ア 提出部数は１部  

イ 申請書等は、公告に示す期限及び場所に持参するものとし、郵送等によるものは受け  

付けない。（ただし、公告で郵送等による提出を認めている場合を除く。）  

ウ 申請書等は、返却しない。  

エ 申請書等を期限までに適切に提出しない者は、入札に参加することができない。  

オ 申請書等の作成に係る費用は、入札参加希望者の負担とする。  

カ 申請書等を提出し、入札期日の２日前までに実施要綱第６条に規定する制限付き一般

競争入札参加資格確認通知が届かない場合は、契約担当課へ確認すること。  

キ 壱岐病院は、申請書等を公表又は無断で他の用途に使用しない。  

 

４ 設計図書等の掲載  

設計図書等の入札に関し必要な図書を、壱岐病院ホームページに掲載する。設計図書等

に疑義がある場合は必ず質問し確認すること。  



なお、実施要綱第６条に規定する制限付き一般競争入札参加資格確認通知を受けた者以

外からの質問や意見等は受け付けない。また、壱岐病院が定める期日以降の質問や意見等

は受け付けない。  

 

５ 入札の辞退  

実施要綱第６条に規定する制限付き一般競争入札参加資格確認通知を受けた後に、入札

を辞退する場合には入札辞退届を提出すること。  

 

６ 現場説明  

原則行わない  

 

７ 最低制限価格の設定の有無  

公告に記載する  

 

８ 入札方法等  

（１）入札の日時及び場所は実施要綱様式第４号の通知書に示すとおりとし、郵送等によ 

る入札は認めない。（ただし、公告で郵送等による提出を認めている場合を除く。）  

（２）代理人が入札するときは、委任状を提出するとともに、入札書には代理人が記名押 

印すること。  

（３）入札に際しては、実施要綱様式第４号の通知書の写しを入札会場に持参すること。  

（４）入札書及び入札用封筒は、壱岐市建設工事執行規則（平成１６年３月１日 規則第 

１１６号。以下「建設工事執行規則」という。）に定める様式によること。  

（５）入札当日の気象条件（大雨、大雪、台風接近等）から入札の執行に支障が生じる 

ことが予想される場合は、入札を延期することがあるので事前に確認すること。  

（６）入札回数は２回を限度とする。  

 

９ 請負代金の支払条件  

（１）前金払は、請負代金額（会計年度ごとに出来高予定額がある場合は、各会計年度出 

来高予定額。）の１０分の４以内の額とする。  

（２）請負代金額１千万円以上の工事においては、契約締結時に工期途中における請負代 

金額の一部支払いについて、中間前金払を選択した場合は、請負代金額（会計年度ご 

とに出来高予定額がある場合は、各会計年度出来高予定額。）の１０分の２以内の額と

する。ただし、中間前金払を含めた前金払の合計額が１０分の６以内の額とする。  

 

１０ 入札の無効  

壱岐市財務規則第７７条に該当するとき。なお、壱岐市財務規則第７７条第１号から第５

号の規定により無効となった者は、再度入札に参加できないものとする。  

 

 

 



１１ 虚偽記載があった場合の措置  

３に定める入札参加資格の確認に必要な提出書類に記載された内容に虚偽が認められた場

合は、壱岐市工事請負契約等に係る入札参加資格者指名停止の措置要領（平成１６年３月１日 

訓令第２９号）に基づき指名停止となる場合がある。  

 

１２ 契約の不締結等  

（１）落札者（共同企業体の場合は、当該共同企業体を構成する全て又は一部の構成員）が、 

契約締結の日の前日までの間において、入札公告に係る入札参加資格要件のいずれかを満

たさなくなった場合、又は、落札者決定の根拠となった事項について同等以上と認められ

なくなった場合は、契約を締結しない。  

（２）上記の場合において、落札者に損害が生じても、壱岐病院は一切の損害賠償の責めを負

わない。  

 

１３ その他  

（１） 最低制限価格は、入札会場において壱岐病院が定める方法により決定する。  

（２） 落札者は、下請負人と契約を締結したときは、速やかに仕様書で定める施工体系図を発 

注者へ提出しなければならない。  

（３） 落札者は、「配置予定の技術者に関する調書」に記載した配置予定の技術者を工事現場 

に配置しなければならない。ただし、やむを得ない理由により発注者の承認を受けた場合

は変更することができる。  

（４） 公告及び本書に定めのない事項については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）、財務規則及び建設工事執行規則の定めると

ころによる 

 


